
第６号様式の１（第７条関係　申請者が公務員の場合）       　　

被災宅地危険度判定士

登 録 更 新 申 請 書
                                        申請日　　　　　年　　　月　　　日
　京都府知事　　　　　　　　　　 様
   京都府被災宅地危険度判定士登録要綱第７条第３項の規定により、被災宅地危険度判定士の登録の更新を申請します。

	ふ り が な
申請者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　
	年

齢
	（申請日時点）

　　　　　　　才

	勤務先
	住所
名称
	〒

                                    TEL (     )
                                　　 FAX (     )

	
	部課名
	

	緊急連絡先

（携帯電話等）
	　（　　　　）　　　　－


現在お持ちの登録証の添付（返還）
	１　あり　 ２ なし　


注　登録更新申請書と併せて、現在お持ちの登録証及び申請日前６月以内に撮影した顔写真（タテ３cm×ヨコ２cm）１枚を提出してください。

第６号様式の１の説明
「被災宅地危険度判定士登録更新申請書」記入上の注意

１　登録更新申請には、申請日前６月以内に撮影した顔写真（タテ３cm×ヨコ２cm）１枚の提出が必要です。

２　各欄の記入について

(1) 「申請者氏名」欄には、運転免許証等の公的な証明書で確認することができるあなたの氏名をかい書で判読できるように記入し、ふりがなを付けてください。

(2) 「勤務先」欄の住所には、現在あなたが勤務している官公庁の本庁舎の所在地を記入してください。地方機関に勤務されている場合も本庁舎の所在地のみを記載し、地方機関の所在地は記載しないでください。名称には、あなたが勤務している官公庁の名称を記入してください。「○○市役所（町村役場）」までとし、地方機関に勤務している場合でも、地方機関の名称（「○○土木事務所」等）は記載しないでください。
(3) 緊急連絡先については、申請者の携帯電話番号等、被災宅地危険度判定の業務について連絡が確実にとれる番号を記入してください。

第６号様式の２（第７条関係　申請者が公務員以外の方の場合）       　　

被災宅地危険度判定士

登 録 更 新 申 請 書
                                        申請日　　　　　年　　　月　　　日
　京都府知事　　　　　　　　　　 様
   京都府被災宅地危険度判定士登録要綱第７条第３項の規定により、被災宅地危険度判定士の登録の更新を申請します。

	ふ り が な
申請者氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	年

齢
	（申請日時点）

　　　　　　才

	居住地住所
	〒

TEL (     )

                                　　FAX (     )

	勤務先
	住所
名称
	〒

                                    TEL (     )
                                　　 FAX (     )

	
	部課名
	

	緊急連絡先

（携帯電話等）
	　（　　　　）　　　　－


現在お持ちの登録証の添付（返還）
	１　あり　 ２ なし　


注１　登録更新申請書と併せて、現在お持ちの登録証及び申請日前６月以内に撮影した顔写真（タテ３cm×ヨコ２cm）１枚を提出してください。

　　２　更新後の登録証の住所には、居住地住所を記載します。

第６号様式の２の説明
「被災宅地危険度判定士登録更新申請書」記入上の注意

１　登録更新申請には、申請日前６月以内に撮影した顔写真（タテ３cm×ヨコ２cm）１枚の提出が必要です。

２　各欄の記入について

(1) 「申請者氏名」欄には、運転免許証等の公的な証明書で確認することができるあなたの氏名をかい書で判読できるように記入し、ふりがなを付けてください。

　(2) 「居住地住所」欄には、住民登録等の有無に関係なく、現在あなたが日常生活の本拠としている住所（通常、生活の場としている連絡のとることができる場所）を記入してください。
(3) 「勤務先」欄には、現在あなたが勤務している会社等の名称、所属部課名と、その所在地の住所を記入してください。電話番号は、連絡が確実にとれる番号を記入し、勤務先の代表番号のみ記入する等、非常時の連絡に手間がかかる可能性がある番号の記入は避けてください。

(4) 登録のためには、居住地住所と勤務先住所のいずれかが京都府内であることが必要ですので、申請に当たって確認してください。
(5) 緊急連絡先については、申請者の携帯電話番号等、被災宅地危険度判定の業務について連絡が確実にとれる番号を記入してください。

1

